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特 集

連結対象団体一覧

●公営事業…国民健康保険、老人保健、介護保険、介護サービス、後期高齢者医療、下水道
●公営企業…市立病院
●出資のある企業・財団法人等（総務省方式改訂モデルにおいては、出資比率が２５％以上の団体について、原則、連結することになっています）
　…日野市土地開発公社、（財）環境緑化協会、（社）日野市社会福祉協議会、（社）日野市福祉事業団、（株）日野市企業公社
●一部事務組合等…東京たま広域資源循環組合、南多摩斎場組合、東京都十一市競輪事業組合、東京都四市競艇事業組合、東京都市町村総合事務組合、後期高齢者医療広域連合

連結決算による公表の詳細については市内各図書館及び市ホームページでご覧になれます

　連結決算とは、普通会計のほか、国民健康保険事業などの特別
会計、市立病院、市が出資する財団法人、その他の行政サービス
を実施するために加入している一部事務組合等をひとつの実施主
体とみなした決算です。連結決算により、一般会計以外の会計な
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　平成１９年度に入り、総務省から新たな基準での財務書類の作成指針が示され、
２１年度（２０年度決算）までに公表することが求められました。市では、多摩地域の
ほぼ全ての団体が採用している総務省方式改訂モデルで財務書類を作成しました。

　平成２０年度における算定の結果は、いずれの指標も「適正
値の範囲内」であり、健全な財政状況を示しています。
　しかしながら市税の減収や市立病院事業会計などへの負担

当年度歳計現金増減額 �� ５

期首歳計現金残高 ���� １４

期末歳計現金残高 ���� １９

※単年度収支【１】－（【２】＋【３】） 
６億円の黒字
※基礎的財政収支（プライマリー
バランス）に関する情報
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④普通会計資金収支計算書
（要約版）

自　平成２０年４月１日
至　平成２１年３月３１日  （単位　億円）

【１】　経常的収支の部

　支出合計 ������� ４０２
　収入合計 ������� ４８２
　経常的収支額 ����� ８０

【２】　公共資産整備収支の部

　支出合計 ������� ７２
　収入合計 ������� ５９
　公共資産整備収支額 � △１３

【３】　投資・財務的収支の部

　支出合計 ������� ７９
　収入合計 ������� １８
　投資・財務的収支額 � △６１
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２、連結実質赤字比率＝▲７.７８％（黒字）
　一般会計等や公営事業会計における赤
字額や黒字額を合算し、日野市全体とし
ての赤字額の程度を示す指標

　１、２については実質収支額（歳入決算額
と歳出決算額の差）で、病院については流動
資産と流動負債の差で表します

１、実質赤字比率＝▲５.８０％（黒字）
　一般会計等における赤字額の程度を示
す指標

３、実質公債費比率＝１.０％
　平成２０年度以前における公共事業に要した
借金の返済額（公債費）や福祉施設への建設
費補助金などの大きさを示す指標。対象は一
般会計等と公営事業会計及び一部事務組合

資金不足比率＝比率なし（下水道・病院）
　平成２０年度における公営企業会計の赤字の
程度を示した指標。対象は下水道事業特別会
計と市立病院事業会計

４、将来負担比率＝１.９％
　平成２１年度以降における公共事業に要する
借金（地方債）や将来支払っていかねばなら
ない福祉施設への建設費補助金、土地開発公
社の借金、市職員の退職手当負担金などの残
高を示す指標。
　対象は一般会計等と公営事業会計及び一部
事務組合、地方公社

����������������		

����������

����

①貸借対照表
　決算期末の財政状態を明らかにするためのも
の。左側の資産の部は、これまでに取得した
財産の総額を記載し、右側には資産を形成す
る際に要した財源の調達状況を表しています。

　つまり、資産は将来の世代に残る財産等、負
債はこれからの世代が負担しなければならな
い金額、純資産は今までの世代が負担した金
額となります。

④資金収支計算書
　１年間の資金の動きを明らかにする
計算書です。３つの目的区分（経常
的収支の部、公共資産整備収支の部、
投資・財務的収支の部）に分けて表
わしています。

③行政コスト計算書
　１年間の行政サービスに費やされた
費用（コスト）を表わすものです。

②純資産変動計算書
　資産と負債の差額である純資産の１年
間の変動内容を表わしたものです。具
体的には、市税などの財源を「純経常
行政コスト」や臨時損益（災害復旧事
業費等）にいくら使ったかを表わすも
のです。

①普通会計貸借対照表（要約版）
（平成２１年３月３１日現在）

（単位　億円）

前年度比　　　資　産……約２８．８億の増
　　　　　　　負　債……約６．２億の減 
　　　　　　　純資産……約３５億の増　

金額資産の部

１，７８９１．公共資産

１８７２．投資等

５６３．流動資産

２，０３２資産合計

金額負債の部

５０４１．固定負債

４８２．流動負債

５５２負債合計

金額純資産の部

１，４８０純資産合計

２，０３２負債及び
純資産合計

②普通会計純資産変動計算書（要約版）
自　平成２０年４月１日　　　　　　　　　　　
至　平成２１年３月３１日　　　　（単位　億円）　

③普通会計行政コスト計算書
（要約版）

自　平成２０年４月１日
至　平成２１年３月３１日 ��� （単位　億円）

金額区分

４７０経常行政コスト

１０２　１．人にかかるコスト

１３９　２．物にかかるコスト

２２１　３．移転支出的なコスト

８　４．その他のコスト

２４経常収益

２４　使用料・手数料等

４４６純経常行政コスト
（経常経費－経常収益）

��������	
��
前年度に比べて資産が増加し、負債が減少。結果として純資産も増加していることが分かります。
貸借対照表、資金収支計算書からは、単年度の収支も黒字となり、平成２０年度決算については、市の財政運営は適正であると考えられます。

どにおいても市が大きな弁済責任を有している損失や債務につい
て地方自治体の行政運営全般の財務数値を把握することが出来ま
す。新公会計制度の導入に伴い今年度から連結財務諸表が作成さ
れます。

金額区分

期首の純資産残高→１，４４５期首純資産残高

市民からの税収で
負担するコスト→△４４６　純経常行政コスト

２０年度の一般財源→３４５一般財源（地方税、地方
交付税、各種交付金ほか）

国都支出金などの
補助金収入額→１３２　補助金等受入

４　臨時損益

　科目振替

０資産評価替・無償受入

今年度末純資産残高→１，４８０期末純資産残高

　また、従来の普通会計ベースのほか、特別会計や公営企業会計、第三セクタ
ー、一部事務組合等のすべて連結対象を連結した財務書類を公表することとな
りましたので新たに公表するものです。

額が増えたことにより、指標は悪化していく可能性がありま
す。したがって今後も社会・経済情勢を踏まえ経常経費の見
直しや歳出抑制に努めてまいります。
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